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一般会計　 予算の概要を紹介します。平成24年度

市民一人当たりの金額
一般会計予算219億円を市民１人当たりに換算した使い道（目的別）

626,376円
人口 34,963人
　　（平成22年国勢調査確定値）

78,658円●地域振興、公共施設の維持管理のために【総務費】
154,498円●福祉充実のために【民生費】
70,395円●保健衛生、ごみ収集のために【衛生費】
31,298円●農業・林業の振興のために【農林水産業費】
68,460円●道路、公園、河川整備のために【土木費】
20,912円●火災・災害から守るために【消防費】
70,246円●学校教育、文化財保護のために【教育費】
105,508円●借入金返済のために【公債費】
26,401円●その他【その他】

一般会計とは、福祉や道路、教育、消防など市役所の基本的な仕事に
関わる収入と支出を管理する会計です。

27億5013万8千円　　　　　　　　　
住民登録、防犯対策、選挙などに　　　　　【総務費】

54億172万8千円　　　　　　　　　
高齢者や子育てなど福祉サービスに　　　　　【民生費】

24億6121万9千円　　　　　　　　　
健康増進、環境対策、ごみ処理など　　　　　【衛生費】

10億9429万3千円　　　　　　　　　
農業、畜産業、林業などの振興に　　【農林水産業費】

23億9355万円　　　　　　　　　
道路、公園、河川の整備などに　　　　　【土木費】

7億3113万8千円　　　　　　　　　
火災、救急、防災対策などに　　　　　【消防費】

24億5600万3千円　　　　　　　　　
学校教育、スポーツ振興などに　　　　　【教育費】

36億8887万3千円　　　　　　　　　
借り入れた市債の返還に　　　　　【公債費】

2億3486万1千円　　　　　　　　　
議会運営に　　　　　【議会費】

7149万8千円　　　　　　　　　
勤労者支援などに　　　　　【労働費】

2億6760万8千円　　　　　　　　　
産業、商工業、観光振興などに　　　　　【商工費】

3億3909万1千円　　　　　　　　　
災害復旧に　　　【災害復旧費】
1000万円　　　　　【予備費】
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【市民税】38.4％
13億5520万円

【市税の内訳】

【固定資産税】51.0％
18億50万円

【市たばこ税】4.4％
1億5490万円

【軽自動車税】2.7％
9460万円

【鉱産税】0.0％
24万円

【都市計画税】3.5％
1億2240万円
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【人件費】19.5％
42億6570万2千円

【扶助費】10.5％
22億9231万8千円

【公債費】16.8％
36億8875万5千円

【普通建築事業費】11.2％
24億5753万3千円

【災害復旧費】1.6％
3億4348万7千円

【物件費】13.3％
29億1256万8千円

【補助費】13.5％
29億4904万2千円

【繰出金】11.4％
24億9937万9千円

【支出（性質別）】
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【貸付・出資金】1.3％
2億8340万4千円

【積立金】0.5％
1億488万3千円

【その他】0.4％
1億292万9千円

　　　　　　　　　　35億2784万円
　　　　　　　　　　個人市民税や固定資産税、軽自動車税、市た

【市税】　　　　　　　ばこ税など
　　　　　　　　　　3億6128万4千円

【使用料及び手数料】　公共施設の使用料や申請手数料など
　　　　　　　　　　3億129万5千円

【分担金及び負担金】　保育料や老人ホーム入所負担金など
　　　　　　　　　　3億4756万9千円

【繰入金】　　　　　　基金等からの繰入金
　　　　　　　　　　3億2859万2千円

【諸収入】　　　　　　貸付金元利収入や雑収入など
　　　　　　　　　　7306万1千円

【その他①】　　　　　繰越金、寄附金、財産収入など
　　　　　　　　　　109億3000万円
　　　　　　　　　　全国の市町村が等しく行政事務が行えるよう

【地方交付税】　　　　一定の基準により国から交付されるお金

　　　　　　　　　　21億5236万7千円
【市債】　　　　　　　公共事業の財源とするための長期借入金
　　　　　　　　　　16億6151万8千円

【国庫支出金】　　　　使い道が特定される国からの補助金など
　　　　　　　　　　14億417万4千円

【県支出金】　　　　　使い道が特定される県からの補助金など
　　　　　　　　　　8億1230万円

【その他②】　　　　　地方譲与税や地方特例交付金など

　※�自主財源とは、地方公共団体が自らの機能に基づいて自主的に収入する
もの。地方税、分担金および負担金、使用料および手数料など。歳入総
額に占める自主財源の割合（自主財源比率）が高ければ高いほど、地方
公共団体の自主性と安定性があることを示します。

　※依存財源とは、国や県の意思決定に基づき収入されるもの。
　　地方交付税、市債、国庫支出金、県支出金、地方譲与税など。
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特別会計
総額150億3912万円【前年度比5％減】

会　　　計 予　算　額
国民健康保険（事業） 41億502万円　
国民健康保険（直診） 7648万円　
国民健康保険成羽病院事業 22億1363万円　
へき地診療所 1145万円　
後期高齢者医療 5億568万円　
介護保険（事業） 44億758万円　
介護保険（サービス） 9240万円　
養護老人ホーム 2億3438万円　
特別養護老人ホーム 2億3128万円　

軽費老人ホーム 3464万円　
住宅新築資金等貸付事業 284万円　
畑地かんがい事業 1852万円　
水道事業 4億8109万円　
簡易水道事業 10億5857万円　
下水道事業 14億6992万円　
地域開発事業 8591万円　
巨瀬財産区 691万円　
宇治財産区 225万円　
有漢財産区 57万円　

特別会計とは、国民健康保険や水道のように特定の収入により特定の事業を行うための会計です。

総額 ２１９億円【前年度比７％減】 　平成 24年度は「定住・子育て施策」「交流施策」「環境施策」「健康施策」に重点をおき、
～今まで土を耕し、種をまき、芽吹いた事業を開花させるための予算～と位置づけました。
厳しい財政状況の中でも「将来の高梁市の発展を見据えた成長戦略」を重視し、予算編成を行いました。


